
あいち小児保健医療総合センター院内保育所運営業務委託仕様書 

 

あいち小児保健医療総合センター院内保育所の運営業務を委託するに当たり、その仕様を以

下の通りに定める。本仕様書においては、委託者を「甲」とし、受託者を「乙」とする。 

 本仕様書に定めるもののほか、別紙保育条件に定める内容を最低基準として実施できるもの

であること。これらを上回る水準で運営することは差し支えない。 

 

１ 院内保育の名称及び場所 

（１） 名 称 あいち小児保健医療総合センター院内保育所 

（２） 場 所 大府市森岡町七丁目４２６番地あいち小児保健医療総合センター敷地内 

 

２ 業務目的 

甲の職員の就労を支援するために、甲の用意する保育施設において、甲の職員の子に対し

保育サービスを提供することを目的とする。 

 

３ 法令等の遵守 

委託業務を遂行するに当たっては、児童福祉法（昭和２２年１２月１２日法律第１６４号）、

児童福祉施設最低基準（昭和２３年１２月２９日厚生省令第６３号）等の関係法令等を遵守

すること。 

 

４ 保育所運営マニュアルの作成と提出 

乙は、受託後に速やかに「保育所運営マニュアル」を甲に提出し、確認を受けるものとす

る。乙が「保育所運営マニュアル」を改めた時も同様とする。 

 

５ 保育対象児童年齢及び定員 

（１）対象児童の年齢 

  生後満６か月から３歳に達する日の属する年度の年度末までに児童を対象とする。 

  ただし、今後、当院の状況に応じて変更することがある。 

（２）定員 

２６名 

 

６ 保育日 

外来診療日 月曜日から金曜日とする。（年末年始（１２月２９日から１月３日）、祝日は

休診日とする。） 

 

７ 保育時間 

午前７時３０分から午後７時まで 

  ただし甲乙双方が合意した場合、必要に応じて午後７時から午前７時３０分までについて

も保育可能とし、この時間帯における委託料は規約「（委託料）２」に定めた単価による。 

 

８ スタッフの配置 



（１） 保育スタッフの配置は、保育児数に応じて認可外保育施設指導監督基準を満たす人数

を配置すること。但し、保育に従事する者は常時２人以上配置するものとする。また、

新入所児の対応や、かみつき等、通常の配置では安全が保てない場合は、協議の上、

加配するものとする。 

（２） 保育児の保育時間の急な変更があった場合、その都度、保育スタッフの配置を調整す

るものとする。 

（３） 乙は、契約業務履行にあたり、保育所のスタッフを直接に管理・監督する責任者を選

任し、書面を持って甲に報告するものとする。 

（４） 乙は、スタッフの健康管理に努め、スタッフが感染症の予防及び感染症の患者に対す

る医療に関する法律（平成１０年法律第１１４号）に定める疾病もしくは結核予防法

（昭和２６年法律第９６条）に定める疾病又はその他の感染症等に罹患した場合、又

は疑いがあると判断した場合には、必要な措置を講じるとともに伝染のある疾病の蔓

延防止対策に努めること。 

 

９ 保育及び給食の提供など 

（１） 保育及び給食の計画立案・運営は、甲の意向を取り入れながら乙が主体になって行

うものとする。 

（２） 給食は、甲の施設を利用して調理・配膳等を行うものとし、保育児の年齢、発達状

況、体質等に応じて提供するとともに、適切な衛生管理を行うものとする。 

 

10 健康診断 

乙は、保育児に対し、年２回の健康診断を受けさせるものとする。（入所時の健康診断を

除く） 

 

11 保育児の病気への対応 

保育児が病気等になった場合は、速やかに保護者等に連絡するとともに、急を要する場合

は医師の診察を受けさせるものとする。 

 

12 保育児の事故への対応 

乙は、保育児の事故が発生しないよう万全の対策を講じ、甲はこれに協力するものとする。 

事故が発生した場合、乙は速やかに甲に報告するとともに誠意をもって対処するものと

する。 

 

13 帳簿の整備 

乙は、業務に必要な次の帳簿を備え管理し、甲は必要があると認めたときは、乙に対して

帳簿等について報告を求めることができる。なお、様式については４ 保育所運営マニュア

ルに定めるものとする。 

（１） 保育台帳 

（２） 保育日誌 

（３） 身体検査記録簿 

（４） 出欠記録簿 



（５） その他必要な書類 

 

14 費用負担 

（１） 甲は、乙の契約業務履行のために必要な範囲内において保育所の施設、その他附帯設

備を無償で貸与提供するものとする。但し、光熱水費（電気、水道、ガス）、通信費

は、乙が実費を負担するものとする。 

（２） 甲は、保育所運営に係る修繕の費用を負担するものとする。ただし、乙及び乙の従業

員の責に帰すべき事由による場合はこの限りではない。 

（３） 乙は、業務の遂行中に乙及び乙の従業員の責に帰すべき事由により、甲若しくはその

他利用者と保育児に損害を与えたと認められる場合、乙の加入する保険（公益社団法

人全国保育サービス協会「保育サービス業総合補償制度」）の補償範囲内において損

害賠償の責任を負う。 

 

15 指示事項 

（１） 乙は、業務の実施にあたり、善良な管理者の注意を払うとともに、関係法令に基づ

き、次の事項を順守しなければならない。 

① 甲の指示に誠意をもって従うこと。 

② 常に業務改善のための研究努力を行うこと。 

③ 省資源・省エネルギーに努めること。 

④ 衛生管理に努めること。 

⑤ 災害防止に努めること。 

（２） 乙は、業務に使用する施設の火気戸締りについて注意を払うとともに、災害防止に

努めなければならない。 

（３） 乙は、甲が実施する防災訓練及びその他の管理運営上必要な事業に参画しなければ

ならない。 

16 その他 

乙は、院内保育所スタッフの研修及び地域の他の保育所等との交流を積極的に行い、院内

保育所の保育の質の向上に努めること。 

 


